
2017年 5月 16日 

各位 

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社 

 

利益相反管理方針（概要）の改定について 

～信託銀行グループとしての態勢の高度化～ 

 

 

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（取締役社長：大久保哲夫、以下「当社」）にお

いては、今般、グループ全体の利益相反管理方針を改定いたしましたので、お知らせいたします。

（同概要については、別紙をご参照ください。） 

 三井住友トラスト・グループは、信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な業

務運営を行うとともに、高度な専門性と総合力を駆使して、銀行業務、信託業務、登録金融機関

業務のみならず、幅広い金融サービスをお客さまにご提供しております。 

 当社グループ各社およびその関係者が提供する多様な商品・サービスの提供に伴い、お客さま

の利益を不当に害することのないよう、従来より、利益相反管理方針の概要を公表するとともに、

この方針に則り利益相反のおそれのある取引を適切に管理し、業務を遂行してまいりました。 

 

 当社グループではこれらの取組みに加えて、このたび利益相反管理方針を改定し、下記のよう

な態勢の高度化を図ってまいります。 

改定後の同方針に基づき、当社グループの利益相反管理態勢の高度化とその定着を進め、ベス

トプラクティスとしての態勢の下、これまで以上に、安心、信頼いただける「お客さまのベスト

パートナー」の信託銀行グループとして、付加価値の高い「トータルソリューション」をお客さ

まにご提供してまいります。 

 

記 

 
三井住友トラスト・グループの利益相反管理態勢の高度化の概要 

 

１.グループ全体での監督体制の整備（利益相反管理委員会の新設） 

当社に、取締役会の諮問機関として任意の委員会である「利益相反管理委員会」を新設（2017

年 7月予定）し監督機能を強化いたします。一方、執行側ならびに三井住友信託銀行におい

ても「利益相反管理高度化委員会」を新設いたしました。 

外部有識者や社外役員が過半を占める利益相反管理委員会で、グループの利益相反管理態

勢の妥当性・実効性を検証するとともに、その審議概要を公表し、透明性の高い運営態勢と

いたします。 

 

 

 



２.三井住友信託銀行の主要な部門・事業における権限分離等の導入 

（1） 運用事業に係る利益相反管理態勢 

運用事業に関し、外部有識者等が参画した「スチュワードシップ活動諮問委員会」による

新たな運営態勢の整備などを柱とした「運用業務に関する利益相反管理態勢の方針」を策定・

公表しております。（2017年 1月 31日） 

http://www.smth.jp/news/2017/170131.pdf  

（2） 法人トータルソリューション事業と法人アセットマネジメント事業との権限等の分離 

事業法人等のお客様さまとの銀行取引を中心とする「法人トータルソリューション事業」

と、地域金融機関などの機関投資家等のお客さまへの信託等の運用商品・サービスのご提供

を中心とする「法人アセットマネジメント事業」との間で、事業の特性を踏まえた社内での

権限分離等の管理態勢の高度化を行っております。 

 

３.実効性の高い管理態勢（三井住友信託銀行） 

（1） 新商品・新サービスの導入に際しての商品審査プロセスの強化 

新商品や新サービスの導入に際しては、利益相反管理の観点からの審査をより充実させる

などの商品審査態勢の強化を行っております。 

あわせて、既存の主な商品・サービスに関しても、その利益相反管理の妥当性や実効性を

検証し、必要に応じ、管理手法の改善等を進めてまいります。 

（2） 「利益相反管理責任者」の配置 

   利益相反管理の実効性の向上の観点から、全社レベルの利益相反管理統括責任者に加え、

事業部門の統括部署等に「利益相反管理責任者」を配置し、より個別商品・取引に即した管理

を図ってまいります。 

 

以上 

http://www.smth.jp/news/2017/170131.pdf
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（別紙） 

三井住友トラスト・グループの利益相反管理方針（概要） 

三井住友トラスト・グループは、信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な業務運

営を行うとともに、高度な専門性と総合力を駆使して、銀行業務、信託業務、登録金融機関業務の

みならず、幅広い金融サービスをお客さまに提供してまいります。 

当社グループ各社およびその関係者が提供する多様な商品・サービスに伴い、お客さまの利益を不

当に害することのないよう、以下のとおり法令等に従い利益相反管理方針の概要を公表するととも

に、この方針に則り利益相反のおそれのある取引等を適切に管理いたします。 

また、提供する商品・サービスに関する重要な情報を分かりやすく提供させていただくことを含め、

お客さま本位の業務運営を実践してまいります。 

 

１．利益相反管理のプロセスについて 

当社グループでは、原則として次のプロセスにより利益相反管理を実施します。 

（１）「利益相反のおそれのある取引等」について、下記２．のとおり定義するとともに、当社グル

ープ各社が営む業務において発生する可能性がある「利益相反のおそれのある取引等」をあら

かじめ特定し、当該取引等（以下「対象取引」といいます）を行なう場合の利益相反の弊害を

防止する措置（利益相反管理の方法）を定めております。 

（２）対象取引を行なう場合には、あらかじめ定めた利益相反管理の方法により、利益相反の弊害防

止を図ります。 

また、業務執行体制を整備することにより弊害防止を図ることが有効である場合には、対象取

引が行なわれるかどうかに係らず、あらかじめ適切な業務執行体制を整備することにより弊害

防止措置を講じます。 

（３）新たな「利益相反のおそれのある取引等」が想定される場合は、あらかじめ対象取引として特

定し、当該取引等を行なう前に利益相反管理の方法を定めて、利益相反の弊害防止を図ります。 

また、新たな「利益相反のおそれのある取引等」の特定や利益相反管理方法の選定を円滑かつ

速やかに実施するため、対象取引を下記３．のとおり類型化するとともに、利益相反管理の方

法を下記４．のとおり明確化しております。 

（４）「利益相反のおそれのある取引等」に該当する取引や、利益相反の弊害防止に有効な利益相反

管理の方法は、当社グループ各社の業務やお客さまの属性、社会環境等に応じて変化する可能

性があるため、既存の対象取引も含めて適宜見直しを図ってまいります。 
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２．対象となる「利益相反のおそれのある取引等」 の定義について  

（１）「利益相反のおそれのある取引等」とは、対象となる当社グループ各社（以下、「グループ対

象会社」※といいます。）が行なう取引または行為のうち、以下の利害対立等の状況がある場

合等において当社の銀行子会社または当社の子金融機関等が行なう銀行関連業務または金融

商品関連業務のお客さまの利益が不当に害されるおそれがある取引または行為です。 

（２）「利益相反のおそれのある取引等」は、主として、グループ対象会社がお客さまから信託を受

託している場合や委任を受けている場合などお客さまのために忠実にこれらの業務を遂行す

る義務を負っている場合に、グループ対象会社が自社の財産や他のお客さまとの取引関係など、

お客さま以外の利益を優先しようとする動機がある場合に生じ得ます。当社グループではこれ

らの業務以外においても、お客さまとグループ対象会社との間で、商品・サービスに関する知

識・情報等に相当程度の格差があると判断される場合を含め、「利益相反のおそれのある取引

等」を広く捉えております。 

※グループ対象会社、当社の銀行子会社、当社の子金融機関等については、別表をご覧くだ

さい。 

利害対立等の状況 具体例 

お客さまとグループ対象会社

または他のお客さまとの利害

が対立する場合 

お客さまから信託いただいた財産の運用として、グルー

プ対象会社と取引を行なう場合には、当該取引の条件等

についてお客さまとグループ対象会社との利害が対立し

ます。 

お客さまとグループ対象会社

または他のお客さまとが競合

する場合 

グループ対象会社が運用する投資ファンドに対して、お

客さまとともにグループ対象会社が投資する場合には、

投資回収について競合します。 

グループ対象会社が、お客さ

まとの関係を通じて入手した

情報を利用して、グループ対

象会社または他のお客さまが

利益を得る場合 

お客さまから信託いただいた財産の運用に関する判断

を、グループ対象会社の財産運用に利用してグループ対

象会社が利益を得ることとなる場合です。 

 

３．「利益相反のおそれのある取引等」の類型について 

利益相反のおそれのある取引等を、以下の類型に基づき特定し、お客さまの利益を不当に害する

ことのないよう、管理します。 

類型 取引等の内容 

典型的利益相反型 法令等により、個別の行為準則、禁止行為、弊害防止措置等の対象

とされている利益相反のおそれのある取引または行為 

企業買収型 Ｍ＆Ａや買収資金ファイナンス等に関する業務における利益相反の

おそれのある取引または行為 

複数関与型 資産流動化スキーム等、グループ対象会社が複数の立場で関与する

場合における利益相反のおそれのある取引または行為 

委託手数料収受型 グループ対象会社において、商品・サービスの提供会社から委託手

数料等を受け取る商品・サービスの販売・推奨等 
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グループ内組成商

品提供型 

グループ対象会社において、他のグループ対象会社から提供を受け

た商品・サービスやグループ対象会社の資産を活用して組成した商

品・サービスの販売・推奨等 

影響力行使型 グループ対象会社におけるお客さまから受託した資産の運用部門に

おいて、当該グループ対象会社または他のグループ対象会社の法人

営業部門等が取引関係等を有する企業の株式等を対象とする運用や

エンゲージメントの実施、議決権行使等 

その他 上記以外で、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引ま

たは行為 

※ご参考として、末尾に具体的な取引等の例を列挙しております。 

 

４．「利益相反のおそれのある取引等」の管理について 

（１）利益相反のおそれのある取引等は、原則として上記２の利害対立等の状況および上記３に掲げ

る類型に応じて、次に掲げる方法その他の方法を適宜組み合わせることにより管理いたします。 

ただし、グループ対象会社が利益相反のおそれのある取引等の相手方に対して守秘義務を負う

場合には、利益相反のおそれのある取引等の内容を開示することなく管理する方法によります。 

また、利益相反の程度その他の事情を考慮し合理的な理由がある場合においては、利益相反の

管理の水準・深度に差を設けることがあります。 

①利益相反のおそれのある取引等を行なう部門とお客さまとの取引を行なう部門を情報の遮

断などの方法により分離する方法 

②利益相反のおそれのある取引等またはお客さまとの取引の条件または方法を変更する方法 

③利益相反のおそれのある取引等またはお客さまとの取引を中止する方法 

④利益相反のおそれのある取引等について、公正な取引条件を確保する方法 

⑤利益相反のおそれのある取引等に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあること

について、当該お客さまに対し適切な方法により開示、および場合によってはこれに加え

てお客さまから同意を取得する方法 

⑥利益相反のおそれのある取引等につながる一定の情報を共有する者を監視する方法 

⑦以下の観点により適切な業務執行体制を整備する方法 

・販売・推奨等の対象とする商品・サービスの選定における適切性確保 

・販売等に係る目標・業績評価の適切性確保 

・公正な業務執行のための業務執行権限の設定 

・業務上利益相反が生じるおそれのある部署等の間における人事異動の制限、行動規範の整

備等 
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（２）上記３．の類型に該当する取引等の管理方法および具体例は次のとおりです。 

類型の符号 管理方法および具体例 

典型的 

利益相反型 

規制の趣旨に則って、お客さまの利益を不当に害することのないよう

に法令等のルールを遵守します。 

例えば、お客さまから信託いただいた財産の運用として、グループ対

象会社と取引を行なう場合には、法令に従い、受益者であるお客さま

に対して取引の重要な事実を開示してあらかじめ書面等による承認を

頂く等の措置を講じます。 

また、利害対立等の状況に応じて、お客さまとの間で不当な情報格差

が生じないための措置や適切な情報遮断等を講じることにより、お客

さまが不公平な取扱いとされることの防止や、お客さまに関する情報

の不適切な利用の防止を図ります。 

企業買収型 当社グループ内において、複数のお客さまの利益が対立する取引がな

いか、あらかじめ各担当部署からの情報収集又は関連部署間における

相互確認等を実施し、対立する取引があることが判明した場合には、

その事実をご説明した上で取組みをさせていただくか、事情によって

は一方のお取引をお断りさせていただくなどの措置を講じます。 

また、お客さまとのお取引と他のお客さまとのお取引が競合する場合

等には、適切な情報遮断等を講じることにより、一方のお客さまが不

公平な取扱いとされることの防止を図ります。 

複数関与型 グループ対象会社が複数の立場で関与することによってお客さまの

利益を不当に害するおそれがある場合には、それぞれの関与により生

じる利害対立等の状況に応じて、利益相反に関する状況をご説明した

上で取組みをさせていただくか、取引条件が公正であることを検証す

るなどの措置を講じます。 

委託手数料 

収受型 

グループ内組成

商品 

提供型 

販売・推奨等の対象とする商品・サービスの選定や販売等に係る目標・

業績評価の適切性や組成条件等の適切性を確保するとともに、委託手

数料等やグループ対象会社が収受する報酬等の開示が有益であると考

えられる場合には、報酬等を収受する旨や水準等について開示等の措

置を講じます。 

影響力 

行使型 

運用部門が実施する運用判断等に対して法人営業部門等からの影響力

行使を防止するとともに、運用判断等の適切性が阻害される情報の流

入を防止するため、運用部門と法人営業部門等との間で、人事異動の

制限や情報伝達・接触制限等の措置を講じます。 

 



5/10 

５．利益相反管理体制について 

利益相反を適切に管理するため、当社に利益相反管理統括部署を設置し、当社グループ全体の利

益相反管理体制の整備、およびその有効性について定期的に適切な検証を行い、継続的に改善を

図るとともに、役員・社員に対する教育・研修を定期的に実施し、利益相反のおそれのある取引

等の管理について周知徹底いたします。 

利益相反管理統括部署の検証結果については、定期的に利益相反高度化委員会に報告し、管理態

勢高度化の要否を含め検討・改善指導等を受けます。 

また、取締役会の諮問機関として設置する利益相反管理委員会（※）においては、外部有識者委

員の目線から、当社グループの利益相反管理態勢の妥当性検証等を実施してまいります。 

当社の銀行子会社におきましても、それぞれ利益相反管理統括部署を設置する等自社の利益相反

管理体制を整備するとともに、利益相反のおそれのある取引等の特定およびその管理を適切に実

施いたします。なお、これらの詳細につきましては各社の利益相反管理方針の概要をご覧くださ

い。 

※今後、当社が指名委員会等設置会社へ移行した後に設置する予定です。 

＜ご参考 １＞利益相反管理に関する組織体制の概略 

 

 



6/10 

＜ご参考 ２＞各類型に該当する具体的な取引等の例と懸念に対する管理方法 

・典型的利益相反型 

お客さまからお預かりしている信託財産の運用として行なう為替取引の相手先や余裕資金の運用

の相手先が、当社グループ各社となる場合 

 

 

 

・企業買収型 

企業買収の売り手であるお客さまと買い手であるお客さまの双方との間で、Ｍ＆Ａアドバイザリー

契約を締結する場合 

 

【管理方法】 

・お客さまの事前の承諾 

・公正な取引条件の確保 

【管理方法】 

・双方のお客さまに対して、他

方のお客さまとの間で利益

が対立する事実をご説明の

上取り組む。 

・事情によっては取引を謝絶。 
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・複数関与型 

当社グループ各社が運用する信託等の投資ファンドに対してお客さまより投資いただく場合に、当

社グループ各社が当該ファンドに対する貸付や信託の受託、私募の取扱い等の複数の取引で関与す

る場合 

 

 

・委託手数料収受型 

当社グループ各社において販売する生命保険商品について、商品提供元である保険会社から、代理

店手数料を受け取る場合 

 

【管理方法】 

・お客さまへ利益相反状況

のご説明 

・公正な取引条件の確保  

【管理方法】 

・商品選定の適切性の確保 

・販売目標等の適切性の確保 

・商品特性等に応じて、委託

手数料を収受する旨や手数

料の水準の開示 
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・グループ内組成商品提供型 

当社グループ内の投資信託委託会社が組成する投資信託を販売する場合 

 

 

 

・影響力行使型 

年金基金より運用を受託している受託部門に対して、法人営業部門より取引関係のある企業の株式

について投資対象とするよう依頼する懸念や議決権行使に関与する懸念がある場合 

 

 

【管理方法】 

・商品選定の適切性の確保、 

・販売目標等の適切性の確保 

・商品特性等に応じて、委託

手数料を収受する旨や手数

料の水準の開示 

 

【管理方法】 

・運用部門と法人営業部

門等との間での人事異

動の制限、情報伝達・

接触制限等の措置 
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（別表） グループ対象会社 

１.銀行子会社 

・三井住友信託銀行株式会社 

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  

２.子金融機関等 

・住信ＳＢＩネット銀行株式会社 

・ＳＢＩカード株式会社 

・三井住友トラストクラブ株式会社 

・三井住友トラスト・カード株式会社  

・三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス株式会社 

・三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社 

・FAリーシング株式会社 

・Sumitomo Mitsui Trust Leasing(SINGAPORE)Pte.Ltd. 

・三井住友トラスト・インベストメント株式会社 

・Sumitomo Mitsui Trust （Hong Kong）Limited 

・東京証券代行株式会社  

・日本証券代行株式会社  

・株式会社三井住友トラスト基礎研究所 

・三井住友トラスト不動産株式会社  

・三井住友トラスト不動産投資顧問株式会社 

・ＪＰ投信株式会社 

・三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社  

・三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社  

・日興アセットマネジメント株式会社 

・Sumitomo Mitsui Trust Bank(Thai)Public Company Limited 

・Nikko Asset Management Americas, Inc. 

・Nikko Asset Management Asia Limited 

・Nikko Asset Management Australia Limited 

・Nikko Asset Management Europe Ltd． 

・Nikko AM Limited 

・Nikko Asset Management International Limited 

・Asian Islamic Investment Management Sdn Bhd 

・Nikko Asset Management New Zealand Limited 

・SIM Funds Management Limited 
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・Nikko Asset Management Hong Kong Limited  

・Ambit Mauritius Investment Managers Private Limited 

・Nikko AM Equities Australia Pty Limited 

・Affin Hwang Asset Management Berhad 

・Ambit Investment Advisors Private Limited 

・Affin Capital Services Berhad 

・Nikko AM Japan Property Fund I Pte. Ltd. 

・Nikko AM Japan Property I-I Pte. Ltd. 

・Nikko AM Japan Property I-II Pte. Ltd. 

・スカイオーシャン・アセットマネジメント株式会社 

・Sumitomo Mitsui Trust International Limited 

・Sumitomo Mitsui Trust Bank（Luxembourg）S.A. 

・Sumitomo Mitsui Trust Bank（U.S.A.）Limited 

・Sumitomo Mitsui Trust（UK）Limited 

・OIF(PANAMA) S.A. 

・STB Finance Cayman Ltd． 

・STB Preferred Capital 3（Cayman）Ltd． 

・STB Preferred Capital 4（Cayman）Ltd． 

・Fresco Asset Funding Corporation 

・Crecer Asset Funding Corporation 

・Vector Asset Funding Corporation 

・Nexus Asset Funding Corporation 

・トラスト・キャピタル・プライベートエクイティパートナーズ第八号投資事業組合 

・トラスト・キャピタル・メザニン2015投資事業組合 

・トラスト・キャピタル・メザニン2016投資事業組合 

・Sea Bridge Finance Limited 

・エネクス･アセットマネジメント株式会社 

（２０１７年４月１日現在） 


